
保険部ニュース 

 令和 2 年度に実施された診療報酬改定に対する疑義解釈が公表されております。その中でリハビリテ

ーションに関する内容の一部を抜粋し以下に報告いたします。 

 

【回復期リハビリテーション病棟入院料】 

（問）回復期リハビリテーション病棟入院料について、「回復期リハビリテーション病棟入院料を算定す

るに当たっては、当該入院料を算定する患者に対し、入棟後 2 週間以内に入棟時の FIM 運動項目の得点

について、その合計及び項目別内訳を記載したリハビリテーション実施計画書を作成し、説明すること。

なお、患者の求めがあった場合には、作成したリハビリテーション実施計画書を交付すること。」とある

が、回復期リハビリテーション病棟入棟時のリハビリテーション実施計画書は疾患別リハビリテーショ

ンで求められるリハビリテーション実施計画書とは異なるものか。 

（答）同様の内容で差し支えない。なお、その際、ADL の項目として、FIM を記載すること。 

 

（問）回復期リハビリテーション病棟入院料について、急変などにより同一医療機関内の一般病床にて

治療が必要となり、その後状態が安定し同一医療機関内の回復期リハビリテーション病棟に再度入院し

た場合もリハビリテーション実施計画書が新たに必要となるか。 

（答）当該患者の、回復期リハビリテーションを要する状態に変わりがない場合については、新たに作成

する必要はない。なお、その場合においても、実施する疾患別リハビリテーションに係る要件について留

意すること。 

 

【回復期リハビリテーション病棟入院料、地域包括ケア病棟入院料】 

（問）回復期リハビリテーション病棟入院料の施設基準における「他の保険医療機関へ転院した者等を

除く患者」や、地域包括ケア病棟入院料の施設基準における「在宅等に退院するもの」には、介護老人保

健施設の短期入所療養介護を利用する者を含むか。 

（答）含む。 

 

【精神療養病棟入院料】 

（問）精神療養病棟入院料を算定する病棟に配置されている作業療法士が、

当該保険医療機関における疾患別リハビリテーションの専従の常勤作業療

法士を兼ねることはできるか。 

（答）不可。 

 

【リハビリテーション通則】 

（問）リハビリテーション実施計画書の作成について、術前にリハビリテーションを実施する場合は、術

後、手術日を起算日として新たにリハビリテーション実施計画書を作成する必要があるか。 

（答）手術日を起算日として新たに疾患別リハビリテーション料を算定する場合は、新たにリハビリテ

ーション実施計画書を作成する必要がある。 



（問）多職種協働で作成しリハビリテーション実施計画書の説明に関して、理学療法士等のリハスタッ

フが患者や家族に説明を行い、同意を得ることでよいか 

（答）医師による説明が必要である。 

 

（問）留意事項通知において、実施計画書の作成は、現時点では、開始時とその後 3 か月に 1 回以上の

実施となっているが、例えば、1 月 1 日に疾患別リハビリテーションを開始した場合、4 月 1 日までの

作成となるのか、1 月、2 月、3 月の 3 か月で、3 月中に作成となるのか。 

（答）暦月で、3 ヶ月に 1 回以上の作成及び説明等が必要であるため、当該事例においては、4 月末日

までに作成する必要がある。 

 

（問）例えば、1 月 31 日にリハビリテーションが開始となり、2 月 7 日にリハビリテーション実施計

画書を作成した場合、リハビリテーション実施計画書の作成は、いつまでに必要となるのか。 

（答）疾患別リハビリテーションを開始した日を起算日とするため、2 回目のリハビリテーション実施

計画書の作成及び説明等は、4 月末日までに実施する必要がある。 

 

（問）運動器リハビリテーション料を算定する患者が、入院中に誤嚥性肺炎を生じた場合、運動器リハビ

リテーション料とは別に言語聴覚士が呼吸器リハビリテーション料を別に算定してよいか。 

（答）算定可能。 

 

（問）要介護被保険者の場合であっても、当該患者が標準的算定日数の期間内の

場合、介護保険におけるリハビリテーションではなく、いわゆる医療保険におけ

るリハビリテーションとして通院による疾患別リハビリテーションを実施して

よいか。 

（答）そのとおり。 

 

【摂食機能療法（摂食嚥下支援加算）】 

（問）摂食嚥下支援チームに構成されている職員は病棟専従者等を兼務しても差し支えないか。 

（答）病棟業務に専従することとされている職員については、専従する業務の範囲に「摂食嚥下支援チー

ム」の業務が含まれないと想定されるため、兼務することはできない。 

 

【摂食機能療法(摂食嚥下支援加算)】 

（問）摂食嚥下支援加算について、月に 1 回以上、内視鏡下嚥下機能検査又は嚥下造影を実施すること

となっているが、当該加算を算定する保険医療機関 A とは別の保険医療機関 B において検査を実施した

場合であっても、保険医療機関 A において当該加算を算定することは可能か。 

(答) 算定可能。この場合、保険医療機関 A は、保険医療機関 B における検査結果を診療録等に記載又

は添付するとともに、保険医療機関 B の名称及び検査実施日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

 

ご質問がありましたら保険部・多田（chiba_ot@yahoo.co.jp）へご連絡下さい。 
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